
使用済紙おむつの再生利用等の促進に関するプロジェクトの検討結果とりまとめ（令和５年８月）

⚫ 大人用紙おむつの消費量は、高齢化により、一般廃棄物の割合は、2020年度時点では約５％程度だったところ、2030年度頃には約７％程度となる見込み。

⚫ 現在その多くは市区町村等の廃棄物処理施設において焼却処分されているが、素材としては上質パルプ、フィルム、吸水性樹脂から構成されており、再生利用等によりパルプ等の有効利用が可能。

⚫ 再生利用等の促進により、一般廃棄物の焼却処理量の減少等による廃棄物処理の合理化や資源循環の促進等にも繋がる

環境省、自治体による支援の範囲等の相関図

■このページのポイント（坂本所管含む）

⚫ 環境省は、もともと法律制定、通知を発信するのが主な役割

⚫ おむつのマテリアルリサイクルの取り組みを「情報提供」等で支援

⚫ 自治体へ支援等も行うことで、自治体のごみ処理計画へ入れることも期待してか

⚫ マテリアルリサイクルの推進とともに、市町村の焼却炉の延命にもつながれば

⚫ 2030年度目標：100自治体での取り組み（日本全国 1700ほどの自治体総数）

⚫ 今後もこの取り組みについて環境省や自治体からの発信が増えていくものと推測

⚫ 今後の取り組みをまとめたものが、次ページの一枚絵

（https://www.env.go.jp/content/000152784.pdf）

https://www.env.go.jp/content/000152784.pdf
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